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※国勢調査（推移） 社人研推計から作成
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※国勢調査（推移） 社人研推計から作成
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※住民基本台帳



5※国勢調査（従業地・通学地「不詳」を除く）

図表 2020（令和2）年通勤・通学流動の状況（15歳以上）



図表 近年の伊賀市の出生・死亡、転入・転出の推移（人）

6

※県統計課「月別人口調査」 いずれも前年10月から当年9月までの数値 転入は職権記載及び国籍取得等、転出は職権削除及び国籍喪失等を除く

※県統計課「月別人口調査」 婚姻数は各年1月から12月までの数値

※県統計課「月別人口調査」 ※県統計課「月別人口調査」 婚姻数は各年1月から12月までの数値
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図表 年齢階級別の人口移動の状況（日本人） 図表 年齢階級別の人口移動の状況（外国人）

※住民基本台帳
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※国勢調査 就業状態等基本集計等から算出
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男女の労働力状態 2000年
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男女の労働力状態 2010年
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※国勢調査 就業状態等基本集計等から算出
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※外国人登録国籍別人員調査票
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住民自治協議会への財政支援の推移
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自治協への財政支援の推移

地域包括交付金（H23- ） 地域活動支援事業補助金（H19-H30） 地域ステップアップ事業交付金（H24-H25） キラっと輝け！地域応援補助金（R1- ） 地域絆づくり補助金（R2- ） その他（女性活躍推進交付金、設立交付金）

181,184 

（千円）

178,915 

154,944 154,633 

175,374 176,056  

158,321  

132,205 135,634  
148,634  

163,368 
170,824  175,705 

158,433 

Ｒ１からの減額を前提に増額 Ｒ６まで段階的に減額

包括交付金第２次見直し 包括交付金第３次見直し

 （単位：千円）
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交付金

名称 期間 対象団体 対象事業 交付金額 備考

地域包括交付金 H23～ 全自治協
まちづくり計画に基づき推進する事業や活動に要する経
費及び市と自治協が締結した「まちづくり基本協定書」
による業務のための経費

下記を合わせた額
【算出基礎】
①均等割（67万円）
②人口割（450円/人）
③面積割（１万円/k㎡）
④広報等配布手数料（20円×配布数×23回）
⑤協定サポート経費（6千円×自治会数×12か月）
⑥人口密度補正（上記に人口密度に応じ×1～
1.2）

H23施行時は「均等割、人口割、面積割、
コミュニティ活動費」により算出。

H28の第２次見直しにより、算定基準を
「均等割、人口割、面積割、まちづくり協定
経費、地域振興経費」に改訂
※３年後からの減額を前提として増額

H31の第３次見直しにより、現行の算出基
準となる。

地域ステップアップ事業交付金
H24～
H25

対象事業を行う自治協
地域課題の解決を目的とする事業のうち、地域まちづく
り計画に基づき地域の実情に応じた活動

上限50万円

女性活躍推進事業交付金
H28～
H30

女性の活躍推進に向けた取り組み内容を
まちづくり計画に位置付け、または事業
を実施する自治協

①計画策定交付金
　女性の活躍推進に向けた取り組み内容を地域まちづく
り計画に位置付けた自治協

②事業実施交付金
　地域まちづくり計画に位置付けた女性の活躍推進に向
けた事業を実施する自治協

・計画策定交付金（５万円）
・事業実施交付金（５万円）

自治協設立交付金　　　　 随時 新たに立ち上げた自治協
自治協を設立した際に、設立当初における組織運営及び
地域まちづくり計画策定を支援するための費用（包括交
付金に加算）

上限100万円
H29八幡町地区住民自治協議会の設立によ
り全ての地域で自治協が設立されたことに伴
い終了

補助金

名称 開始年度 対象団体 対象事業 補助率・上限額 備考

地域活動支援事業補助金
H19～
H30
（※）

対象事業を行う自治協や自民活動団体

【H24まで】
・住民自治協議会活動支援

【H25以降】
・基礎支援（基本的な住民自治活動の促進）
・課題発見（課題発見、まちづくり計画見直）
・協働促進（行政や様々な団体との協働）

【H24まで】
・住民自治協議会活動支援（9/10・50万円）

【H25以降】
・基礎支援（8/10・50万円）
・課題発見支援（8/10・50万円）
・協働促進支援テーマ設定型（10/10・70万円）
・協働促進支援自由テーマ型（8/10・50万円）

（※）R1から自治協は対象外とし、自治協
向けの新たな補助金「キラっと輝け！地域応
援補助金を創設」。市民活動団体向けとして
は現在も継続。

キラっと輝け！地域応援補助金 R1～ 対象事業を行う自治協

自治協が地域における課題解決や地域の特性を活かした
まちづくり活動など、地域まちづくり計画に沿って主体
的に実施する事業で次に掲げるもの
・テーマ設定型
　（自治協が市の定めたテーマに沿って実施）
・自由提案型
　（自治協が自ら自由なテーマを設定して実施）

・テーマ設定型（8/10・100万円）
・自由提案型（8/10・50万円）

地域絆づくり補助金 R2～ 対象事業を行う２自治協以上の連携団体
複数の自治協が連携し、コミュニティ強化や交流・関係
人口の創出を目的として取り組む事業

補助率8/10

上限額
　2団体　・・・120万円
　3団体　・・・160万円
　4団体以上・・200万円

※網掛けは現行の支援制度
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